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第一部【企業情報】
 

第1【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(注)１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．(１)連結経営指標等の第１７５期中および第１７５期における潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、転

換社債の潜在株式を調整計算した結果、１株当たり中間(当期)純利益が希薄化しないため、記載していない。 

３．(１)連結経営指標等の第１７７期中における潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しな

いため、記載していない。 

４．(２)提出会社の経営指標等の「１株当たり中間(当期)純利益金額」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金

額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

５．第１７７期中における（１）連結経営指標等および（２）提出会社の経営指標等の中間純損失は、固定資産の減損に係る会

計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものである。 

回次 第175期中 第176期中 第177期中 第175期 第176期 

会計期間 
自平成15年4月1日 

至平成15年9月30日 

自平成16年4月1日 

至平成16年9月30日 

自平成17年4月1日 

至平成17年9月30日 

自平成15年4月1日 

至平成16年3月31日 

自平成16年4月1日 

至平成17年3月31日 

(１)連結経営指標等          

売上高（百万円） 43,462 38,845 40,911 91,237 97,476

経常利益（百万円） 587 881 834 1,211 2,127

中間(当期)純損益（百万円） 263 495 △3,266 600 1,267

純資産額（百万円） 51,141 53,885 54,277 54,188 55,827

総資産額（百万円） 120,749 128,460 139,892 129,921 133,962

１株当たり純資産額（円） 353.24 372.25 375.12 374.32 385.78

１株当たり中間(当期)純損益金額

(円) 
1.82 3.42 △22.58 4.14 8.75

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額（円） 
― 3.35 ― ― 8.70

自己資本比率（％） 42.3 41.9 38.8 41.7 41.7

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
6,852 △2,945 △3,648 3,784 △4,757

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△613 △919 △1,605 △1,399 △2,665

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△806 658 9,981 2,042 5,206

現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高（百万円） 
17,965 13,752 19,472 16,960 14,744

従業員数（人） 2,456 2,389 2,304 2,385 2,357

(２)提出会社の経営指標等          

売上高（百万円） 40,473 36,603 38,432 85,087 92,240

経常利益（百万円） 702 831 854 1,273 1,832

中間(当期)純損益（百万円） 414 475 △3,184 744 1,085

資本金（百万円） 11,810 11,810 11,810 11,810 11,810

発行済株式総数（千株） 146,750 146,750 146,750 146,750 146,750

純資産額（百万円） 52,313 53,343 53,654 53,663 55,122

総資産額（百万円） 113,070 125,319 136,465 126,019 130,176

１株当たり中間(年間)配当額(円) 2.50 2.50 2.50 5.00 5.00

自己資本比率（％） 46.3 42.6 39.3 42.6 42.3

従業員数（人） 1,834 1,789 1,687 1,794 1,757



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社に異動はない。 

  

  

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

  

４【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況
 

                              平成１７年９月３０日現在 

（注）従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社 

グループへの出向者を含む就業人員である。 

  

（２）提出会社の状況
 

平成１７年９月３０日現在 

（注）従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。 

  

  

（３）労働組合の状況 

労使関係において特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

鉄道車両・輸送用機器事業 １，２９９ 

建設機械事業   ２２９ 

鉄構事業   ３３９ 

その他事業   ２６９ 

全社（共通）   １６８ 

合  計 ２，３０４ 

従業員数（人） １，６８７ 



第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益改善に伴う民間設備投資の増加や個人消費の拡大などにより、景気は緩やかな回

復基調で推移した。 

このような状況の中で当社グループ（当社および連結子会社）は、国内市場はもとより米国をはじめ台湾など海外市場で積極的

な営業活動を展開し、売上げ増大に注力した。また、収益力向上のため全社運動「スクラム１１０」を展開し、生産性の向上やコ

スト低減を目指し、各部門において業務の効率化改善や変革活動を推進した。新規事業では、ＰＣＢ無害化処理施設を本年９月末

に竣工した。 

当中間連結会計期間の売上げは、主力の鉄道車両・輸送用機器事業において、鉄道車両では大型輸出案件の台湾向け新幹線電車

や米国向け客車が売上げ増大に大きく貢献し、輸送用機器ではＬＰＧ民生用バルクローリを始めとするタンクローリや大型陸上車

両などの売上げが堅調であった。また、建設機械事業では基礎工事用建設機械の小型杭打機が引続き好調なほか、大型杭打機も更

新需要などで売上げを確保した。しかし、鉄構事業では鋼橋発注量の減少や単価の低下などの影響を受け前年同期に比べ売上げが

減少した。さらに、当社は、鋼製橋梁工事入札に関して独占禁止法違反の容疑で起訴され、国土交通省各地方整備局等より行政処

分（指名停止措置）を受け、受注高も減少した。 

この結果、全体の売上高は４０９億１１百万円となり、前年同期に比べ５.３％増加した。利益面につきましては、経常利益は８

億３４百万円となり、前年同期に比べ５．３％減少し、固定資産減損損失や債務保証損失引当金繰入額などを特別損失に計上した

結果、３２億６６百万円の中間純損失となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①鉄道車両・輸送用機器事業 

鉄道車両においては、ＪＲ向け車両は、在来線用軌道試験車などで売上高は２０億７０百万円にとどまった。一方、公営・民

営鉄道向け車両は、横浜市交通局向け３０００Ｒ形および３０００Ｓ形電車、名古屋鉄道向け３３００系電車、小田急電鉄向け

３０００Ｍ形電車、新京成電鉄向けＮ８００形電車などで売上高は３６億３９百万円となった。また、輸出車両は、台湾向け新

幹線電車や米国北東イリノイ地域鉄道公社（通称メトラ）向け２階建て客車など大型案件が売上げ増加に貢献し、売上高は１５

１億２２百万円となった。その他コンテナ運搬貨車などがあった。この結果、鉄道車両の売上高は２０８億３８百万円となり、

前年同期に比べ２８.２％増加した。 

一方、輸送用機器においては、ＬＰＧ民生用バルクローリやタンクローリ、大型陸上車両、貯槽類などを売上げたが、ＨＳＳ

Ｔ車両や車両検修設備が前期で一段落したため、当中間連結会計期間は低調なものとなった。この結果、輸送用機器の売上高は

５８億１３百万円となり、前年同期に比べ１４.２％減少した。 

以上の結果、鉄道車両・輸送用機器事業の全体の売上高は２６６億５１百万円となり、前年同期に比べ１５.８％増加した。 

  

②建設機械事業 

建設機械においては、公共工事の抑制などの影響を受けて市場は低迷しているものの、大型杭打機は買い替え需要などがあっ

た。また、小型杭打機では耐震施工の普及により基礎工事施工機として、引続き順調に売上げを伸ばした。その他全回転圧入装

置では低空頭・軽量型の新機種の投入効果などもあり堅調に推移した。その結果、建設機械の売上高は５２億３０百万円とな

り、前年同期並みとなった。 

一方、製紙業界向け設備機器は、省エネ・品質向上のための古紙処理施設は堅調であったが、納期の一部繰下がりや家庭紙メ

ーカー各社の生産設備投資抑制の影響を受けて当中間連結会計期間は低調で、その売上高は１２億１１百万円となり、前年同期

に比べ３２.７％減少した。 

発電機においては、排ガス二次規制に対応した発電機の更新需要があったが、大手リース・レンタル会社向けおよび海外向け

発電機は総じて厳しく、発電機の売上高は１４億９８百万円となり、前年同期に比べ８.４％減少した。 

以上の結果、建設機械事業の売上高は７９億３９百万円となり、前年同期に比べ７.９％減少した。 

  

 



③鉄構事業 

主力の道路橋は、高知自動車道のしなね橋、鳥取県にある殿ダム神護橋、名古屋朝日線堀越工区などがあった。そのほか鉄道

橋、橋梁補修工事、非常用電源設備工事などがあった。しかし、公共工事の見直しに伴う鋼橋発注量の減少や単価の低下など厳

しい事業環境にあり、鉄構事業全体の売上高は３６億１９百万円となり、前年同期に比べて１４.７％減少した。 

なお、鉄構事業では、従来、大利根と衣浦の二製作所による生産体制であったが、本年６月に大利根製作所の閉鎖による衣浦

製作所への生産拠点の集約を実施し、一層の生産性の向上と収益性の確保に努めている。 

  

④その他事業 

営農設備では、ＪＡ向け乾燥機やトラックスケールの設置工事などがあったが、大型案件は少なく、既存のカントリーエレベ

ーターの増強、一部機器の入れ替えなどの改修、更新工事が中心であった。集成材や環境関連設備では堆肥化処理施設などの売

上げがあったが総じて低調であった。微細加工用レーザ機器では、ステンシル加工機などの売上げがあり、また、そのほかゴル

フ場収入や鉄道グッズ販売などがあった。 

以上、その他事業の売上高は２７億１百万円となり、前年同期に比べ８.９％減少した。 

  

（２）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ４７億２

８百万円増加（前中間連結会計期間末に比べ５７億２０百万円増加）し、当中間連結会計期間末には１９４億７２百万円となっ

た。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

鉄構事業などで売上債権が減少したが、台湾向け新幹線電車関係の買掛金の支払や米国北東イリノイ地域鉄道公社（メトラ）

向け２階建て客車の前受金の消化等による資金の減少額の方が大きかったことから、３６億４８百万円の資金の減少（前年同期

は２９億４５百万円の資金の減少）となった。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

ＰＣＢ無害化処理施設の建設資金の支出等により、１６億５百万円の資金の減少（前年同期は９億１９百万円の資金の減少）

となった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期運転資金３０億円の調達のほか、長期運転資金として普通社債により４５億円、ＰＣＢ無害化処理施設の建設資金として

長期借入金により３０億円を調達したため、９９億８１百万円の資金の増加（前年同期は６億５８百万円の資金の増加）となっ

た。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去している。 

２．金額は、販売価格による。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

（２）受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。  

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去している。 

２．金額は、販売価格による。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

鉄道車両・輸送用機器事業 26,901 △7.6         

建設機械事業  8,140 △0.4         

鉄構事業  4,983 △16.4         

その他事業  3,592 △8.5         

合計 43,619 △7.5         

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

受注残高 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

鉄道車両・輸送用機器事業  38,691   ＋145.2   60,846 △1.6   

建設機械事業  9,919 ＋25.9    4,030 ＋117.1   

鉄構事業  2,617 △55.4   12,940 △26.0   

その他事業  2,644 △26.3    2,135 △8.2   

合  計 53,871  ＋62.7   79,951 △4.3   



（３）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注） １．セグメント間の取引については、相殺消去している。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比(％) 

鉄道車両・輸送用機器事業 26,651   ＋15.8       

建設機械事業  7,939    △7.9       

鉄構事業  3,619 △14.7       

その他事業  2,701   △8.9       

合  計 40,911   ＋5.3       

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

相手先 金額(百万円) 割合(％) 相手先 金額(百万円) 割合(％) 

東海旅客鉄道(株)  4,570 11.8 川崎重工業(株)  12,227 29.9 



３【対処すべき課題】 

今後の当社グループを取り巻く経営環境を展望すると、停滞状態にあった日本経済は、設備投資が堅調に推移し、雇用拡大な

どにより個人消費も底固いことから、緩やかな回復傾向を示している。この趨勢に加え、輸出についても、中国向けは増勢鈍化

が見られるが、米国経済が内需を中心に堅調に推移していることから、持ち直しが期待されるため、高値圏で推移する原油価格

が経済にもたらす下振れリスクはあるものの、この先、安定成長の持続が見込まれる。 

当社グループにとっては、旺盛な設備投資が追い風となるが、公共投資の抑制継続、原材料価格の上昇、競合先との競争激化

など経営環境は厳しい状況が続くものと思われる。 

当社グループにおいては、鉄道車両・輸送用機器事業の鉄道車両は、大型輸出の米国メトラ向け客車および台湾向け新幹線電

車の納入が最終のピークを過ぎたとは言え、輸出車両は引続き高水準で推移するが、ＪＲ向け車両は生産の端境期にあたってい

る。輸送用機器は、設備投資が活況を呈していることから、民生用バルクローリを始めとするタンクローリ、貯槽、大型陸上車

両などの需要が堅調である。 

建設機械事業は、小型杭打機の需要が引続き旺盛で、大型杭打機も更新需要が見込めるほか、製紙業界向け設備機器も受注増

加により順調な推移が予想される。 

一方、鉄構事業は、鋼橋発注量の減少および単価の下落に、行政処分による受注活動停止の影響も加わり、事業環境は一段と

厳しさを増すものと予想される。 

その他事業については、竣工したＰＣＢ無害化処理施設のテスト稼動を進めており、環境保全に資する期待の処理事業立上げ

が間近である。 

このような状況に対処するため、当社グループは一丸となってコンプライアンス体制の一層の整備と内部統制の徹底強化によ

る信頼回復に努め、内外を問わずターゲット案件の受注獲得に邁進するとともに、重点製品についてのコスト削減と品質向上の

ためのプロジェクト活動を積極化して、安定収益の確保を図る。殊に、重点課題として、徹底したコスト削減による鉄構事業の

構造改善およびＰＣＢ無害化処理施設の安全操業に全力で取組む。 

  

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

  

５【研究開発活動】 

当社グループの事業の主幹をなす鉄道車両・輸送用機器、建設機械、鉄構、プラントなどの各分野では、各製品の競争力強化

をはかると共に、変化する社会ニーズに対応して新技術を取り入れた新商品、新工法の開発を進めている。 

また、今後の事業拡大につながる環境対応型商品の開発に注力すると共に、新しい基幹技術となる情報通信技術などの適用分

野での開発に取り組んでいる。 

当中間連結会計期間における研究開発は以下の通りであり、当社グループの研究開発費は５５４百万円である。 

  

①鉄道車両・輸送用機器事業 

鉄道車両本部、輸送機器本部、エンジニアリング部が中心となり、鉄道車両、産業車両、新交通システムなどの開発を行っ

ている。当中間連結会計期間の主な成果として、次世代新幹線車両の乗り心地や車内静粛性など快適性向上のための要素開発、

ハイブリッドＡＧＶの開発、ハイブリッド牽引車の開発があげられる。 

  

②建設機械事業 

機電本部が中心となり、杭打機、全回転圧入装置などの基礎工事関連製品およびディーゼル発電機などの開発を行っている。

当中間連結会計期間の主な成果として、低空頭型全回転圧入装置の開発、極超低騒音型発電機の開発があげられる。 

  

 



③鉄構事業 

鉄構本部が中心となり、道路橋、鉄道橋、水門などの鋼構造物に関する設計、製作、施工法の開発を行っている。当中間連結

会計期間の主な成果として、非合成鈑桁についての設計・製作一貫システムの開発があげられる。 

   

④その他事業 

プラント本部が中心となり、堆肥施設、集成材及び営農関連設備などの開発を行っている。当中間連結会計期間の主な成果と

して、種籾用のネット包装機の開発があげられる。その他、開発本部ではレーザを利用したステンシル加工機の高性能化および

新しい微細加工装置の開発に取り組んでいる。 

  



第３【設備の状況】
 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の完了
 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりである。 

                            

  

（２）重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりである。
 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

  

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

投資予定金額  

(百万円) 資金調達

方法 

着手および完了 

総額 既支払額 着手 完了 
完成後の

増加能力 

日本車輌製造㈱ 

衣浦製作所 

愛知県 

半田市 
鉄 構 

小物糸面取り

装置の更新 
80 80 自己資金 H16.11 H17.8 

生産能力

200%向上 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

投資予定金額  

(百万円) 資金調達

方法 

着手および完了予定 

総額 既支払額 着手 完了 
完成後の

増加能力 

日本車輌製造㈱ 

豊川製作所 

愛知県 

豊川市 

鉄道車両・ 

輸送用機器 

マシニングセ

ンタ 
238 0 自己資金 H17.9 H18.11 

生産能力

200%向上 



第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

  

①【株式の総数】 

（注）「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。」旨、定款に定めている。 

   

②【発行済株式】 

  

  

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。
 

  

  

（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 328,000,000 

計 328,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成17年9月30日） 

提出日現在発行数(株) 

（平成17年12月20日） 
上場証券取引所名 内 容 

普通株式 146,750,129 146,750,129 
東京証券取引所(市場第一部) 

名古屋証券取引所(市場第一部) 
― 

計 146,750,129 146,750,129 ― ― 

年月日 
発行済株式総数

増減数(千株) 

発行済株式総数 

残高(千株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金増減

額(百万円) 

資本準備金残高

(百万円) 

平成17年9月30日 ― 146,750 ― 11,810 ― 12,038 



（４）【大株主の状況】 

平成１７年９月３０日現在 

 （注）上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式は次のとおりである。 

日本トラスティ・サービス信託銀行(株)(信託口４) 3,682千株 

日本マスタートラスト信託銀行(株)(信託口)       3,137千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行(株)(信託口)  2,670千株 

  

 

氏名又は名称 住   所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％) 

(株)ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目２１番２４号 7,149 4.87 

中央三井信託銀行(株) 

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 

(常任代理人日本トラスティ・サービス信託銀行

(株)) 

5,465 3.72 

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内６番６号 5,262 3.58 

第一生命保険(相) 
東京都中央区晴海一丁目８番１２号 

(常任代理人資産管理サービス信託銀行(株)) 
5,262 3.58 

(株)みずほコーポレート 

銀行 

東京都中央区晴海一丁目８番１２号 

(常任代理人資産管理サービス信託銀行(株)) 
4,397 2.99 

日本トラスティ・サービス

信託銀行(株)(信託口4) 
東京都中央区晴海一丁目８番１１号 3,682 2.50 

日本マスタートラスト信託

銀行(株)(信託口) 
東京都港区浜松町二丁目１１番３号 3,137 2.13 

日本トラスティ・サービス

信託銀行(株)(信託口) 
東京都中央区晴海一丁目８番１１号 2,670 1.81 

住友生命保険(相) 

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 

(常任代理人日本トラスティ・サービス信託銀行

(株))  

2,471 1.68 

日本車輌従業員持株会 名古屋市熱田区三本松町１番１号 2,349 1.60 

計 ― 41,847 28.52 



（５）【議決権の状況】 

  

①【発行済株式】                           平成１７年９月３０日現在 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株（議決権23個）含まれてい

る。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式102株が含まれている。 

  

  ②【自己株式等】                        平成１７年９月３０日現在 

  

  

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】
 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

  

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

区   分 株式数（株） 議決権の数（個） 内   容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  2,056,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 143,125,000 143,125 ― 

単元未満株式 普通株式  1,569,129 ― ― 

発行済株式総数      146,750,129 ― ― 

総株主の議決権 ― 143,125 ― 

所有者の氏名 

または名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数(株) 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計(株) 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合(％) 

（自己保有株式） 

日本車輌製造㈱ 
名古屋市熱田区三本松町1-1 2,056,000 ― 2,056,000 1.40 

計 ― 2,056,000 ― 2,056,000 1.40 

月 別 
平成17年 

４月 

  

５月 

  

６月 

  

７月 

  

８月 

  

９月 

最 高(円) 
  

 303 

  

290 

  

268 

  

276 

  

278 

  

286 

最 低(円) 
  

262 

  

253 

  

256 

  

262 

  

252 

  

270 



第５【経理の状況】 

  

１. 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

   (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。

以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

     ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改

正前の中間連結財務諸表規則を適用している。 

   (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

     ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前

の中間財務諸表等規則を適用している。 

  

２．監査証明について 

     当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及

び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸

表について、中央青山監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 
  (1)【中間連結財務諸表】 
  ① 【中間連結貸借対照表】 

 

    前中間連結会計期間末 
  

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （資産の部） 

 Ⅰ 流動資産 

  １ 現金及び預金 

  ２ 受取手形及び売掛金 

  ３ 有価証券 

  ４ たな卸資産 

  ５ 繰延税金資産 

  ６ その他 

   貸倒引当金 

  

  

  

  

※２ 

    

  

 13,772 

 24,160 

     19 

 33,761 

    603 

    871 

   △66 

      

  

 19,592 

 30,757 

     56 

 26,217 

  1,193 

  1,118 

  △139 

      

  

 14,864 

 33,467 

      9 

 25,532 

    801 

    757 

  △151 

  

  流動資産合計 

 Ⅱ 固定資産 

  １ 有形固定資産 

    (1) 建物及び構築物 

    (2) 機械装置及び運搬具  

    (3) 土地 

    (4) 建設仮勘定 

    (5) その他 

  

  

  

※１ 

※１ 

  

  

※１ 

  

  

  

  7,304 

  4,259 

 19,386 

     93 

  1,016 

 73,123 

  

  

  

  

  

  

 32,059 

 56.9   

  

  

  6,906

  4,461

 17,433

  2,560

  1,083

 78,797 

  

  

  

  

  

  

 32,446 

 56.3   

  

  

 7,211 

  4,492 

 19,386 

    185 

  1,114 

 75,282 

  

  

  

  

  

  

 32,390 

 56.2

  ２ 無形固定資産 

  ３ 投資その他の資産 

    (1) 投資有価証券 

    (2) 繰延税金資産 

    (3) その他 

貸倒引当金 

  

  

※２ 

  

  

 21,041 

    148 

  1,972 

  △153 

    268 

  

  

  

  

 23,009 

    

  

 27,123

    141

  1,490

  △360

    253 

  

  

  

  

 28,395 

    

  

 23,679 

    146 

  2,364 

  △158 

    259 

  

  

  

  

 26,031 

  

  固定資産合計      55,337  43.1    61,095  43.7    58,680  43.8

  資産合計     128,460 100.0   139,892 100.0   133,962 100.0
      



  

    前中間連結会計期間末 
  

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （負債の部） 

 Ⅰ 流動負債 

  １ 支払手形及び買掛金 

  ２ 短期借入金 

  ３ 一年内償還社債 

  ４ 未払法人税等 

  ５ 前受金 

  ６ 債務保証損失引当金 

  ７ その他 

      

  

 21,069 

  7,922 

    ― 

    345 

 12,124 

    ― 

  5,200 

      

  

 18,772 

 13,421 

  1,000 

    268 

  5,690 

  1,239 

  6,639 

      

  

 23,231 

 10,191 

  1,000 

    739 

  6,308 

    ― 

  6,289 

  

  流動負債合計 

 Ⅱ 固定負債 

  １ 社債 

  ２ 長期借入金 

  ３ 繰延税金負債 

  ４ 退職給付引当金 

  ５ 預り保証金 

  ６ その他 

    

  

  

 46,662 

  

 10,000 

  4,978 

  5,996 

    870 

  5,237 

    739 

 36.3    47,031 

  

 13,500 

 10,247 

  8,389 

    751 

  4,981 

    627 

 33.6    47,760 

  

  9,000 

  7,629 

  7,069 

    820 

  5,085 

    675 

 35.6

  固定負債合計      27,820  21.7    38,496  27.5    30,280  22.6

  負債合計 

 （少数株主持分） 

  少数株主持分 

 （資本の部） 

 Ⅰ 資本金 

 Ⅱ 資本剰余金 

 Ⅲ 利益剰余金 

 Ⅳ その他有価証券評価差額金 

 Ⅴ 自己株式 

     74,483 

  

     91 

  

 11,810 

 12,039 

 24,539 

  5,871 

  △375 

 58.0

  

  0.1

  

 9.2

 9.4

 19.1

  4.5

△0.3

   85,528 

  

     87 

  

 11,810 

 12,040 

 21,320 

  9,497 

  △392 

 61.1

  

  0.1

  

 8.4

 8.6

 15.2

  6.8

△0.2

   78,040 

  

     94 

  

 11,810 

 12,039 

 24,950 

  7,414 

  △386 

 58.2

  

  0.1

  

8.8

9.0

 18.6

  5.6

△0.3

  資本合計      53,885  41.9    54,277  38.8    55,827  41.7

負債、少数株主持分及び資 
本合計 

    128,460 100.0   139,892 100.0   133,962 100.0

          



②【中間連結損益計算書】 

  

    前中間連結会計期間
  

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

 前連結会計年度の 
 要約連結損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 百分比
（％）

 Ⅰ 売上高      38,845 100.0    40,911 100.0    97,476 100.0 

 Ⅱ 売上原価 ※２    34,496  88.8    36,765  89.9    88,220  90.5 

    売上総利益       4,348  11.2     4,146  10.1     9,256   9.5 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 
※２     3,308   8.5     3,166   7.7     6,626   6.8 

    営業利益       1,040   2.7       980   2.4     2,629   2.7 

 Ⅳ 営業外収益                     

   １ 受取利息         3           3           7     

   ２ 受取配当金       136         152         219     

   ３ 賃貸料        39          44          97     

   ４ 貸倒引当金戻入益        61          12           0     

   ５ 為替差益        37          40          39     

   ６ その他        29     309   0.8      74     327   0.8     164     529   0.5 

 Ⅴ 営業外費用                     

   １ 支払利息       149         165         288     

   ２ 減価償却費        77          69         159     

   ３ 固定資産除売却損 ※３     110          74         174     

   ４ 租税公課        31          32          61     

   ５ 社債関係費        ―          49          ―     

   ６ その他        99     467   1.2      81     473   1.2     346   1,031   1.0 

    経常利益         881   2.3       834   2.0     2,127   2.2 

 Ⅵ 特別利益                     

   １ 投資有価証券売却益        85         ―             107     

   ２ 固定資産売却益 ※４     ―      85   0.2     332     332   0.8     ―     107   0.1 

 Ⅶ 特別損失                     

   １ 固定資産減損損失 ※６     ―             2,971         ―     

   ２ 債務保証損失引当金繰入額       ―             1,239         ―     

   ３ 貸倒引当金繰入額       ―              199         ―     

   ４ 投資有価証券等評価損 ※５       2              118          30     

   ５ 特別退職金        ―       2   0.0     197  4,726  11.5     ―      30   0.0 

    税金等調整前中間（当期） 
純利益   

      964   2.5       ―       2,204   2.3

    税金等調整前中間（当期） 
純損失   

      ―       3,559   8.7       ―   

    法人税、住民税及び事業税       267         182         891     

    法人税等調整額       198     466   1.2   △469   △286 △0.7      39     930   1.0 

    少数株主利益           2   0.0        ―            5   0.0 

    少数株主損失          ―           5   0.0        ―    

    中間（当期）純利益         495   1.3       ―       1,267   1.3 

    中間（当期）純損失         ―       3,266   8.0       ―   



③【中間連結剰余金計算書】 

  

    前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

区分 注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

  （資本剰余金の部） 
              

 Ⅰ 資本剰余金期首残高     12,039   12,039   12,039 

 Ⅱ 資本剰余金増加高               

    自己株式処分差益        0      0      0      0      0      0 

 Ⅲ 資本剰余金中間期末（期 
    末）残高 

    12,039   12,040   12,039 

          

  （利益剰余金の部） 
              

 Ⅰ 利益剰余金期首残高 
  

  24,407   24,950   24,407 

 Ⅱ 利益剰余金増加高 
  

            

   中間（当期）純利益 
  

   495    495    ―   ―  1,267 1,267 

 Ⅲ 利益剰余金減少高 
  

            

   １ 配当金 
  

   361      361      723   

   ２ 役員賞与 
  

     1        0        1   

   ３ 中間（当期）純損失 
  

   ―    363  3,266  3,629    ―    725 

 Ⅳ 利益剰余金中間期末（期 
    末）残高 

    24,539   21,320   24,950 

         



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
 

   

前中間連結会計期間 
  
  

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
  
  

（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロ 
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ 
・フロー 

  
      

      税金等調整前中間（当 
期）純利益 

          964         ― 2,204 

      税金等調整前中間（当 
期）純損失 

          ―     △3,559        ― 

      減価償却費           800         863 1,697 

      固定資産減損損失           ―       2,971               ― 

      貸倒引当金の増加額（減 
少額：△) 

          △8         173          78 

      役員退職慰労引当金の増 
加額（減少額：△) 

         △563         ―       △541 

      債務保証損失引当金の増 
加額（減少額：△） 

           ―       1,239        ― 

      受取利息及び受取配当金   △140 △155 △226 

      支払利息   149 165 288 

      投資有価証券売却益          △85         ―       △107 

      投資有価証券等評価損          ―         118          30 

      有形固定資産売却益           △2       △335         △2 

      有形固定資産除売却損   110                74 174 

      売上債権の減少額 (増加 
額：△) 

        6,494       2,710     △2,813 

      たな卸資産の減少額（増 
加額：△) 

      △8,659       △684 △430 

      仕入債務の増加額 (減少 
額：△) 

    2,715 △4,459   4,876 

      前受金の増加額 (減少 
額：△) 

      △3,677       △618     △9,493 

      その他資産負債の増減額               △674           △1,438               237 

小計       △2,576     △2,933 △4,026 

      利息及び配当金の受取額   128 155 213 

      利息の支払額   △148 △161 △288 

      法人税等の支払額         △349       △708       △656 

  営業活動によるキャッシュ 
・フロー 

      △2,945     △3,648     △4,757 



  

 

   

前中間連結会計期間 
  
  

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
  
  

（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロ 
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ 
・フロー 

  
      

定期預金の預入による支 
出 

  
― ― △120 

      定期預金の払戻による収 
入 

  
― ― 20 

      有形固定資産の取得によ 
る支出 

  
△931 △1,840 △2,166 

      有形固定資産の売却によ 
る収入 

  
9 412          77 

      投資有価証券の取得によ 
る支出 

  
       △68       △116 △204 

      投資有価証券の売却によ 
る収入 

  
         89        ―        172 

      その他の収入及び支出          △18        △60 △443 

投資活動によるキャッシュ 
・フロー 

  
      △919     △1,605     △2,665 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ 
・フロー 

  
      

      短期借入金の純増加額 
(減少額：△） 

  
5,130 3,000 7,130 

      長期借入金の借入による 
収入 

  
  4,000   3,000   7,000 

      長期借入金の返済による 
支出 

  
       △80       △152 △160 

      社債の発行による収入                 ―             4,500               ― 

      転換社債の償還による支 
出 

  
△8,026               ― △8,026 

      配当金の支払額   △362 △361 △722 

      その他の収入及び支出          △3        △5              △14 

    財務活動によるキャッシュ 
・フロー 

  
       658       9,981   5,206 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  
         0           0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
額(減少額：△) 

  
   △3,207      4,728           △2,215 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 
残高 

  
    16,960     14,744 16,960 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間 
期末（期末）残高 

      13,752     19,472      14,744 

         



  
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ６社 

連結子会社の名称 

㈱日車エンジニアリング 

日車建設工事㈱ 

日車ワシノ製鋼㈱ 

㈱日車ビジネスアソシエイツ 

重車輛工業㈱ 

日車工業㈱ 

  

(2) 主要な非連結子会社の名称 

        NIPPON SHARYO U.S.A.,Inc 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社２社は、いずれ 

も小規模であり、合計の総資 

産、売上高、中間純損益（持分 

に見合う額）及び利益剰余金 

（持分に見合う額）等は、いず 

れも中間連結財務諸表に重要な 

影響を及ぼしていないためであ 

る。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ６社 

   連結子会社の名称 

    同 左 

  

  

  

  

  

  

(2) 主要な非連結子会社の名称 

    同 左 

   連結の範囲から除いた理由 

    同 左 

  

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ６社 

連結子会社の名称 

同 左 

  

  

  

  

  

  

(2) 主要な非連結子会社の名称 

    同 左 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社２社は、いずれ 

も小規模であり、合計の総資 

産、売上高、当期純損益（持分 

に見合う額）及び利益剰余金 

（持分に見合う額）等は、いず 

れも連結財務諸表に重要な影響 

を及ぼしていないためである。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1)   持分法適用の非連結子会社又は 

関連会社の数       ０社 

(2) 主要な持分法非適用の非連結子 

会社又は関連会社 

NIPPON SHARYO U.S.A.,Inc 

ニイガタ・ローディング・ 

 システムズ㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)   持分法適用の非連結子会社又は 

      関連会社の数  ０社 

(2) 主要な持分法非適用の非連結子 

会社又は関連会社 

 同 左 

２．持分法の適用に関する事項 

  (1) 持分法適用の非連結子会社又は 

      関連会社の数  ０社 

  (2) 主要な持分法非適用の非連結子 

      結子会社又は関連会社 

 同 左 

(3) 持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、いずれも 

小規模会社であり、合計の中間純 

損益（持分に見合う額）及び利益 

剰余金（持分に見合う額）等が、 

いずれも中間連結財務諸表に重要 

な影響を及ぼしていないため、持 

分法の適用範囲から除いている。 

(3) 持分法を適用しない理由 

     同 左 

(3) 持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、いずれも 

小規模会社であり、合計の当期純 

損益（持分に見合う額）及び利益 

剰余金（持分に見合う額）等が、 

いずれも連結財務諸表に重要な影 

響を及ぼしていないため、持分法 

の適用範囲から除いている。 

３．連結子会社の中間決算日等に関す 

る事項 

連結子会社の中間決算日は中間 

連結決算日と一致している。 

３．連結子会社の中間決算日等に関す 

る事項 

同 左 

３．連結子会社の決算日等に関する 

    事項 

      連結子会社の決算日は連結決算 

日と一致している。 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評価 

方法 

   ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    中間期末日の市場価格等に 

基づく時価法（評価差額 

は、全部資本直入法により 

処理し、売却原価は、移動 

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

   ② たな卸資産 

   商品、製品、仕掛品 

    主として個別法による原価法 

半製品、原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却 

の方法 

   ① 有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

    定額法 

   その他の有形固定資産 

    主として定率法 

     なお、耐用年数については 

法人税法に定める基準と同一 

の基準を採用している。 

   ② 無形固定資産 

    定額法 

     ただし、ソフトウェア（自 

社利用分）については、社内 

における利用可能期間（５ 

年）に基づく定額法 

（ハ）―――― 

  

  

  

（ニ）重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備 

えるため、一般債権については 

貸倒実績率等により、貸倒懸念 

債権等特定の債権については個 

別に回収可能性を検討し、回収 

不能見込額を計上している。 

４．会計処理基準に関する事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評価 

方法 

   ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同 左 

  

  

  

  

時価のないもの 

同 左 

   ② たな卸資産 

   商品、製品、仕掛品 

同 左 

半製品、原材料及び貯蔵品 

同 左 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却 

の方法 

   ① 有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

同 左 

   その他の有形固定資産 

同 左 

  

  

  

   ② 無形固定資産 

同 左 

  

  

  

  

（ハ）繰延資産の処理方法 

    社債発行費用 

     支出時に全額費用として処 

     理する方法 

（ニ）重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

同 左 

  

  

  

  

  

４．会計処理基準に関する事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評価 

方法 

   ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づ 

く時価法（評価差額は、全 

部資本直入法により処理 

し、売却原価は、移動平均 

法により算定） 

時価のないもの 

同 左 

   ② たな卸資産 

   商品、製品、仕掛品 

      同 左 

半製品、原材料及び貯蔵品 

      同 左 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却 

の方法 

   ① 有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

同 左 

   その他の有形固定資産 

同 左 

  

  

  

   ② 無形固定資産 

同 左 

  

  

  

  

（ハ）―――― 

  

  

  

（ニ）重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

同 左 

  

  

  

  

  



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

   ② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた 

め、当連結会計年度末における 

退職給付債務及び年金資産の見 

込額に基づき、当中間連結会計 

期間末において発生していると 

認められる額を計上している。 

    会計基準変更時差異（4,250 

百万円）については、15年によ 

る按分額を費用処理している。 

    数理計算上の差異は、それぞ 

れその発生時の従業員の平均残 

存勤務期間（15年）を処理年数 

とする定額法により翌連結会計 

年度から費用処理することとし 

ている。 

  

―――― 

  

  

（追加情報） 

＜役員退職慰労金制度の廃止＞ 

  当中間連結会計期間より役員退 

職慰労金制度を廃止したことに伴 

い、それまで計上した役員退職慰 

労引当金の債務が確定したため、 

これをその他の固定負債に振替え 

ている。なお、当中間連結会計期 

間に振替えたその他の固定負債は 

281百万円である。 

（ホ）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められるもの以外のフ 

ァイナンス・リース取引について 

は、通常の賃貸借取引に係る方法 

に準じた会計処理によっている。 

（ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

   原則として繰延ヘッジ処理に 

よっている。なお、振当処理の 

要件を満たしている為替予約に 

ついては振当処理に、特例処理 

の要件を満たしている金利スワ 

ップについては特例処理によっ 

ている。 

   ② 退職給付引当金 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

③ 債務保証損失引当金 

保証債務の履行による損失見 

込額相当額を計上している。 

―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（ホ）重要なリース取引の処理方法 

同 左 

  

  

  

  

（ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

同 左 

  

  

  

  

  

  

   ② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた 

め、当連結会計年度末における 

退職給付債務及び年金資産の見 

込額に基づき、当連結会計年度 

末において発生していると認め 

られる額を計上している。 

    会計基準変更時差異（4,250 

百万円）については、15年によ 

る按分額を費用処理している。 

    数理計算上の差異は、それぞ 

れその発生時の従業員の平均残 

存勤務期間（15年）を処理年数 

とする定額法により翌連結会計 

年度から費用処理することとし 

ている。 

  

―――― 

  

  

（追加情報） 

＜役員退職慰労金制度の廃止＞ 

  当連結会計年度より役員退職慰 

労金制度を廃止したことに伴い、 

それまで計上した役員退職慰労引 

当金の債務が確定したため、これ 

をその他の固定負債に振替えてい 

る。なお、当連結会計年度に振替 

えたその他の固定負債は281百万 

円である。 

（ホ）重要なリース取引の処理方法 

同 左 

  

  

  

  

（ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

同 左 

  

  

  

  

  

  



  

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   （通貨関連） 

   ヘッジ手段…為替予約取引 

    ヘッジ対象…外貨建債権債務お 

よび外貨建予定取 

引 

  （金利関連） 

   ヘッジ手段…金利スワップ取引 

   ヘッジ対象…借入金および社債 

の支払金利 

③ ヘッジ方針 

    内部規定に基づき、為替変動 

リスク及び金利変動リスクをヘ 

ッジしている。    

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段につ 

いて、相場変動額またはキャッ 

シュ・フロー変動額を、ヘッジ 

期間全体にわたり比較し、有効 

性を評価している。ただし、特 

例処理によっている金利スワッ 

プについては、有効性の評価を 

省略している。 

（ト）その他中間連結財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算 

書における資金の範囲 

      中間連結キャッシュ・フロー計 

算書における資金（現金及び現金 

同等物）は、手許現金、随時引き 

出し可能な預金及び容易に換金可 

能であり、かつ、価値の変動につ 

いて僅少なリスクしか負わない取 

得日から３か月以内に償還期限の 

到来する短期投資からなる。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （通貨関連） 

    同 左 

  

  

  

  （金利関連） 

    同 左 

  

  

   ③ ヘッジ方針 

     同 左 

  

  

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

  

  

  

  

  

  

  

（ト）その他中間連結財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同 左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算 

書における資金の範囲 

         同 左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （通貨関連） 

    同 左 

  

  

  

  （金利関連） 

    同 左 

  

  

   ③ ヘッジ方針 

     同 左 

  

  

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

  

  

  

  

  

  

  

（ト）その他連結財務諸表作成のため 

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同 左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書に 

おける資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書 

における資金（現金及び現金同等 

物）は、手許現金、随時引き出し 

可能な預金及び容易に換金可能で 

あり、かつ、価値の変動について 

僅少なリスクしか負わない取得日 

から３か月以内に償還期限の到来 

する短期投資からなる。 



会計処理の変更 

  
表示方法の変更 

  
追加情報 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「固定 

資産の減損に係る会計基準」(「固 

定資産の減損に係る会計基準の設 

定に関する意見書」(企業会計審議 

会 平成14年8月9日))及び「固定資 

産の減損に係る会計基準の適用指 

針」(企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日)を適用している。

これにより税金等調整前中間純損 

失が2,971百万円悪化している。 

なお、減損損失累計額について 

は、改正後の中間連結財務諸表等規 

則に基づき各資産の金額から直接控 

除している。 

 ――――― 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

――――― 

  

  

  

  

  

  

（中間連結損益計算書） 

「社債関係費」は、前中間連結会計期間では、営業外 

費用の「その他」に含めて表示していたが、当中間連結 

会計期間において、営業外費用の総額の100分の10を超 

えたため、区分掲記した。 

なお、前中間連結会計期間の「社債関係費」は、43百 

万円である。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税に関する事項） 

当中間連結会計期間から外形標準 

課税制度が導入されたことにより、 

「法人事業税における外形標準課税 

部分の損益計算書上の表示について 

の実務上の取扱」（平成16年２月13 

日企業会計基準委員会  実務対応報 

告第12号）に従い、法人事業税の付 

加価値割及び資本割については、販 

売費及び一般管理費に計上してい 

る。この結果、販売費及び一般管理 

費が53百万円増加し、営業利益、経 

常利益及び税金等調整前中間純利益 

が53百万円減少している。 

――――― （外形標準課税に関する事項） 

当連結会計年度から外形標準課税 

制度が導入されたことにより、「法 

人事業税における外形標準課税部分 

の損益計算書上の表示についての実 

務上の取扱」（平成16年２月13日企 

業会計基準委員会  実務対応報告第 

12号）に従い、法人事業税の付加価 

値割及び資本割については、販売費 

及び一般管理費に計上している。こ 

の結果、販売費及び一般管理費が 

115百万円増加し、営業利益、経常 

利益及び税金等調整前当期純利益が 

115百万円減少している。 



  

注記事項 

  （中間連結貸借対照表関係） 

  
 次へ 

前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

                     40,455百万円 

  

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業供託 

    有価証券            19百万円 

  

  

３ 偶発債務 

①各社の有する割賦販売未収入金、

   リース債権等の残価保証 

興銀リース㈱        1,681百万円 

東京リース㈱          281百万円 

ＵＦＪセントラル   190百万円 

リース㈱     

三井住友銀リース㈱     63百万円 

ジーイーキャピタル     45百万円 

リーシング㈱ 

 その他９社      221百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

             41,058百万円 

  

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業供託 

    投資有価証券        19百万円 

  

  

３ 偶発債務 

①各社の有する割賦販売未収入金、 

   リース債権等の残価保証 

興銀リース㈱        1,653百万円 

東京リース㈱          276百万円 

セントラルリース㈱  131百万円 

伊藤忠建機㈱        79百万円 

住商リース㈱        65百万円 

その他８社            205百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

             40,875百万円 

  

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業供託 

    有価証券             9百万円 

    投資有価証券        10百万円 

  

  ３ 偶発債務 

①各社の有する割賦販売未収入金、 

   リース債権等の残価保証 

興銀リース㈱        1,813百万円 

東京リース㈱          235百万円 

セントラルリース㈱    160百万円 

住商リース㈱           73百万円 

三井住友銀リース㈱     61百万円 

その他９社           170百万円 

  計              2,412百万円    計              2,516百万円  

    

  計                2,484百万円     

②連結子会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対して次のとおり

債務保証を行っている。 

②連結子会社以外の会社の金融機関 

からの借入金に対して次のとおり 

債務保証を行っている。 

②連結子会社以外の会社の金融機関 

からの借入金に対して次のとおり 

債務保証を行っている。 

㈱ペットリバース    1,205百万円 ニイガタ・ローディ  1,000百万円 ㈱ペットリバース    1,151百万円 

ニイガタ・ローディ  1,000百万円 ング・システムズ㈱ ニイガタ・ローディ  1,000百万円 

ング・システムズ㈱   ㈱アイエス             40百万円 ング・システムズ㈱ 

  ㈱アイエス             64百万円   計                1,040百万円   ㈱アイエス             52百万円 

  ㈱ファインプロセス     61百万円 うち他者が負担する額  625百万円   計              2,203百万円  

  計                2,331百万円     うち他者が負担する額  625百万円 

うち他者が負担する額  625百万円 

  

４ 受取手形割引高     240百万円 

  

  

４ 受取手形割引高     201百万円 

  

  

４ 受取手形割引高     265百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費 

     目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費 

     目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費 

     目及び金額 

 給料賞与手当       1,620百万円  給料賞与手当       1,484百万円  給料賞与手当       3,086百万円 

 退職給付費用         185百万円  退職給付費用         159百万円  退職給付費用         366百万円 

 旅費交通費通信費     232百万円  旅費交通費通信費     205百万円  旅費交通費通信費     450百万円 

 賃借料               190百万円  賃借料               203百万円  賃借料               383百万円 

 納入費運搬費         151百万円  納入費運搬費         162百万円  納入費運搬費         320百万円 

 減価償却費            90百万円  減価償却費            93百万円  減価償却費           196百万円 

    貸倒引当金繰入額      23百万円 

      

※２ 研究開発費 ※２ 研究開発費 ※２ 研究開発費 

   一般管理費           140百万円    一般管理費           151百万円    一般管理費           248百万円 

   当期製造費用         425百万円    当期製造費用         402百万円    当期製造費用         789百万円 

    計                 565百万円      計                554百万円     計               1,038百万円 

      

※３ 固定資産除売却損 ※３ 固定資産除売却損 ※３ 固定資産除売却損 

   建物及び構築物        27百万円    建物及び構築物         4百万円    建物及び構築物        42百万円 

   機械装置及び運搬具    39百万円    機械装置及び運搬具    45百万円    機械装置及び運搬具    59百万円 

   その他                42百万円    その他                25百万円    その他                73百万円 

    計                 110百万円      計                  74百万円     計                 174百万円 

      

※４ ――― ※４ 固定資産売却益 

   内訳は以下のとおりである。 

※４ ――― 

     土地                 332百万円   

      

※５ 投資有価証券等評価損 

   内訳は以下のとおりである。 

※５ 投資有価証券等評価損 

   内訳は以下のとおりである。 

※５ 投資有価証券等評価損 

   内訳は以下のとおりである。 

   ゴルフ会員権に対する   2百万円    投資有価証券評価損   100百万円    投資有価証券評価損    23百万円 

     貸倒引当金繰入額    ゴルフ会員権評価損     1百万円    ゴルフ会員権評価損     2百万円 

    計                   2百万円    ゴルフ会員権に対する  16百万円    ゴルフ会員権に対する   5百万円 

  貸倒引当金繰入額      貸倒引当金繰入額 

      計                118百万円     計                  30百万円 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

※６ ――― ※６ 固定資産減損損失 ※６ ――― 

  
 （減損損失を認識した資産グループ 

の概要） 
  

    用途 場所 種類    

    

ゴルフ 

事業資産 

(1件) 

千葉県 

市原市 

土地及び 

建物等 
   

    

遊休 

不動産 

(12件) 

長野県 

上水内郡

信濃町他

土地、 

投資その他の 

資産(土地等) 

及び 

建物等 

   

  ※種類ごとの減損損失の内訳   

  土地             1,907百万円   

  
投資その他の資産 

(土地等)        901百万円 
  

  建物等             162百万円   

   （資産のグルーピングの方法）   

  

当社グループは、管理会計上の 

区分に従い、事業毎にグルーピン 

グを行った。 

ただし、ゴルフ事業資産、賃貸 

不動産および遊休不動産について 

は、それぞれ個別の物件毎にグル 

ーピングを行った。 

  

   （減損損失の認識に至った経緯）   

  

ゴルフ事業資産については、営 

業損益が継続してマイナスである 

ことにより減損損失を認識した。 

遊休不動産については、市場価 

格が簿価を下回る資産について、 

減損損失を認識した。 

  

   （回収可能価額の算定方法）   

  

ゴルフ事業資産、遊休不動産と 

も回収可能価額は、正味売却価額 

により測定しており、その価格指 

標はゴルフ事業資産については鑑 

定評価額、遊休不動産については 

固定資産税評価額等を合理的に調 

整して算出した額を使用してい 

る。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  前へ     次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高 

と中間連結貸借対照表に掲記されて 

いる科目の金額との関係 

  現金及び現金同等物の中間期末残高 

と中間連結貸借対照表に掲記されて 

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連 

結貸借対照表に掲記されている科目 

の金額との関係 

  現金及び預金勘定   13,722百万円   現金及び預金勘定   19,592百万円   現金及び預金勘定   14,864百万円 

  預入期間が３ヶ月を   △20百万円 
  超える定期預金等 

  預入期間が３ヶ月を  △120百万円 
  超える定期預金等 

  預入期間が３ヶ月を  △120百万円 
  超える定期預金等 

  現金及び現金同等物 13,752百万円     現金及び現金同等物 19,472百万円   現金及び現金同等物 14,744百万円  



（リース取引関係） 

 前へ     次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナ 

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナ 

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナ 

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、 

     減価償却累計額相当額及び中間 

     期末残高相当額 

  

取  得 
価  額 
相当額 
  

(百万円) 

減  価 
償  却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中  間
期  末 
残  高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及  び 
運 搬 具 

 1,230    600    629 

そ の 他 
有形固定 
資    産 

   392    301     91 

合    計  1,623    902    721 

① リース物件の取得価額相当額、 

     減価償却累計額相当額及び中間 

     期末残高相当額 

  

取  得
価  額 
相当額 
  

(百万円)

減  価
償  却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中  間
期  末 
残  高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及  び 
運 搬 具 

 1,189    582    607 

そ の 他 
有形固定 
資    産 

   405    215    189 

合    計  1,595    798    796 

① リース物件の取得価額相当額、 

     減価償却累計額相当額及び期末 

     残高相当額 

  

取  得
価  額 
相当額 
  

(百万円) 

減  価 
償  却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期  末
残  高 
相当額 
  

(百万円)

機械装置
及  び
運 搬 具

 1,315    723    591 

そ の 他
有形固定
資    産

   438    314    123 

合    計   1,753   1,038     715 

(注)取得価額相当額は、未経過リー 

ス料中間期末残高が有形固定資 

産の中間期末残高等に占める割 

合が低いため、支払利子込み法 

により算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相 

     当額 

１年内             285百万円

１年超       435百万円

計        721百万円

同  左 

  

  

  

  
② 未経過リース料中間期末残高相 

     当額 

１年内             312百万円

１年超       483百万円

計        796百万円

(注)取得価額相当額は、未経過リー 

ス料期末残高が有形固定資産の 

期末残高等に占める割合が低い 

ため、支払利子込み法により算 

定している。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内             286百万円

１年超       428百万円

計        715百万円

(注)未経過リース料中間期末残高相 

当額は、未経過リース料中間期 

末残高が有形固定資産の中間期 

末残高等に占める割合が低いた 

め、支払利子込み法により算定 

している。 

 同  左 (注)未経過リース料期末残高相当額 

は、未経過リース料期末残高が 

有形固定資産の期末残高等に占 

める割合が低いため、支払利子 

込み法により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相 

     当額 

 支払リース料      182百万円 

     減価償却費相当額   182百万円 

③ 支払リース料及び減価償却費相 

     当額 

 支払リース料       166百万円 

     減価償却費相当額   166百万円 

③ 支払リース料及び減価償却費相 

     当額 

 支払リース料       347百万円 

     減価償却費相当額   347百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残 

存価額を零とする定額法によって 

いる。 

  ――― 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同  左 

  

  

  (減損損失について) 

   リース資産に配分された減損損 

失はないため、項目等の記載は省 

略している。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同  左 

  
  
――― 



（有価証券関係） 
  前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 
  
  １．時価のある有価証券 

  
  ２．時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  当中間連結会計期間末（平成17年９月30日）  

  
  １．時価のある有価証券 

  
  ２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（注）表中の「取得原価」及び非上場株式の中間連結貸借対照表計上額は減損処理後の帳簿価額である。なお、当中間連結会計期間

において減損処理を行い、投資有価証券評価損は100百万円を計上している。 
 

        区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差  額（百万円） 

その他有価証券         

(1) 株式 7,536 17,340      9,804 

(2) 債券       

    国債         19         19           0 

    転換社債                48         54           5 

(3) その他  58         66           7 

        合計 7,662 17,480       9,818 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

          非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,033 

         区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差  額（百万円） 

その他有価証券         

(1) 株式 7,717 23,562  15,845 

(2) 債券       

    国債 19 19    △0 

    転換社債                48 56       8 

(3) その他 58 87      28 

      合計 7,843 23,726  15,882 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

          非上場株式 2,898 



  
  前連結会計年度末（平成17年３月31日） 
  
  １．時価のある有価証券 

  

  ２．時価評価されない主な有価証券 

  

（注）表中の「取得原価」及び非上場株式の連結貸借対照表計上額は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において

減損処理を行い、投資有価証券評価損は0百万円を計上している。 

  

  

（デリバティブ取引関係） 

  

  前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

      当社のデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されており、注記事項として記載の必要がないため、記載を省略してい

る。 

  

  当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

      当社のデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されており、注記事項として記載の必要がないため、記載を省略してい

る。 

  

  前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

      当社のデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されており、連結財務諸表規則第15条の７第１項第２号により注記事項と

して記載の必要がないため、記載を省略している。 

  

   前へ 

         区分 取得原価（百万円） 
  連結貸借対照表計上 
額（百万円） 

差  額（百万円） 

その他有価証券         

(1) 株式 7,644 20,025       12,380 

(2) 債券       

    国債                19               20 0 

    転換社債 48               53 4 

(3) その他  58 70   12 

        合計 7,771 20,169      12,398 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

          非上場株式 2,994 



（セグメント情報） 
 【事業の種類別セグメント情報】 
  
  前中間連結会計期間（自平成16年４月１日  至 平成16年９月30日） 

（注）１．事業区分は、製品の種類、製造方法及び販売市場の類似性により区分している。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額（1,292百万円）の主なものは、提出会社本社の管

理部門に係る費用である。 
 

  鉄道車両・
輸送用機器
事      業
（百万円）

建設機械 
事  業 
  

（百万円） 

鉄構事業 
  
  

（百万円）

その他 
事  業 
  

（百万円）

計 
  
  

（百万円）

消去又は 
全  社 
  

（百万円） 

連結 
  
  

（百万円）

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

23,022 8,616      4,241 2,964 38,845 ― 38,845 

(2) セグメント間の内 
部売上高又は振替 
高 

10 0 ― 627 638 △638 ― 

計 23,033 8,617      4,241 3,591 39,483 △638 38,845 

営業費用 21,156 8,198      4,170 3,692 37,218 586 37,804 

営業利益 
（△は営業損失） 

     1,876        418         70 △100 2,265 △1,225    1,040 

事 業 区 分 主  要  製  品 

鉄道車両・輸送用機器事業 客車、気動車、電車、リニアモーターカー、貨車、機関車、保 

線機械、車両部品、タンクローリ、タンクトレーラ、貯槽、大 

型陸上車両、コンテナ、新交通システム、無人搬送装置、車い 

す階段昇降装置、車両検修設備 

建設機械事業 杭打機、クローラクレーン、油圧ハンマ、全回転圧入装置、そ 

の他基礎工事関連製品、可搬式ディーゼル発電機、非常用発電 

装置、各種電機関連製品、製紙関連機器 

鉄構事業 道路橋、鉄道橋、鉄骨、水門 

その他事業 カントリーエレベータ、ライスセンタ、種子センタ、堆肥施 

設、集成材、ごみ焼却施設、不動産賃貸、鋳鋼品、鍛造品、ゴ 

ルフ場経営 



  
  当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日） 

（注）１．事業区分は、製品の種類、製造方法及び販売市場の類似性により区分している。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額（1,199百万円）の主なものは、提出会社本社の管

理部門に係る費用である。 
 

  

鉄道車両・
輸送用機器
事      業
（百万円）

建設機械 
事  業 
  

（百万円） 

鉄構事業 
  
  

（百万円）

その他 
事  業 
  

（百万円）

計 
  
  

（百万円）

消去又は 
全  社 
  

（百万円） 

連結 
  
  

（百万円）

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

26,651 7,939      3,619 2,701 40,911 ― 40,911 

(2) セグメント間の内 
部売上高又は振替 
高 

6 0 ― 611 618 △618 ― 

計 26,657 7,940      3,619 3,313 41,530 △618 40,911 

営業費用 24,839 7,462      3,795 3,347 39,445 486 39,931 

営業利益 
（△は営業損失） 

     1,818        477 △176 △34 2,084 △1,104      980 

事 業 区 分 主  要  製  品 

鉄道車両・輸送用機器事業 電車、気動車、客車、リニアモーターカー、貨車、機関車、保 

線機械、車両部品、タンクローリ、タンクトレーラ、貯槽、大 

型陸上車両、コンテナ、新交通システム、無人搬送装置、車い 

す階段昇降装置、車両検修設備 

建設機械事業 杭打機、クローラクレーン、油圧ハンマ、全回転圧入装置、そ 

の他基礎工事関連製品、可搬式ディーゼル発電機、非常用発電 

装置、各種電機関連製品、製紙関連機器 

鉄構事業 道路橋、鉄道橋、鉄骨、水門 

その他事業 カントリーエレベータ、ライスセンタ、種子センタ、堆肥施 

設、集成材、ごみ焼却施設、不動産賃貸、鋳鋼品、鍛造品、ゴ 

ルフ場経営 



  
  前連結会計年度 （自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分は、製品の種類、製造方法及び販売市場の類似性により区分している。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額（2,373百万円）の主なものは、提出会社本社の管

理部門に係る費用である。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

  

    前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17

年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日  至平成17年３月31日） 

  

      本邦のセグメントの売上高が全セグメントの売上高の合計の９０％超であるため、記載を省略している。 
  
 

  鉄道車両・
輸送用機器
事      業
（百万円）

建設機械 
事  業 
  

（百万円） 

鉄構事業 
  
  

（百万円）

その他 
事  業 
  

（百万円）

計 
  
  

（百万円）

消去又は 
全  社 
  

（百万円） 

連結 
  
  

（百万円）

  売上高    

(1) 外部顧客に対する 
    売上高 

59,398 16,539 14,972   6,566   97,476 ― 97,476 

(2) セグメント間の内 
    部売上高又は振替 
    高 

18 3 ―    1,156    1,179   △1,179 ― 

計 59,416 16,542 14,972   7,723 98,655   △1,179 97,476 

営業費用 55,691   15,665 14,529   7,924 93,809 1,036 94,846 

営業利益 
（△は営業損失） 

3,725      877 442 △200 4,845 △2,216 2,629 

事 業 区 分 主  要  製  品 

鉄道車両・輸送用機器事業 電車、気動車、客車、リニアモーターカー、貨車、機関車、保 

線機械、車両部品、タンクローリ、タンクトレーラ、貯槽、大 

型陸上車両、コンテナ、新交通システム、無人搬送装置、車い 

す階段昇降装置、車両検修設備 

建設機械事業 杭打機、クローラクレーン、油圧ハンマ、全回転圧入装置、そ 

の他基礎工事関連製品、可搬式ディーゼル発電機、非常用発電 

装置、各種電機関連製品、製紙関連機器 

鉄構事業 道路橋、鉄道橋、鉄骨、水門 

その他事業 カントリーエレベータ、ライスセンタ、種子センタ、堆肥施 

設、集成材、ごみ焼却施設、不動産賃貸、鋳鋼品、鍛造品、ゴ 

ルフ場経営 



  
【海外売上高】 
  
  前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日） 

（注）１．地域の区分は、地理的近接度によっている。 
   ２．各区分に属する主な国または地域 
    北米…米国 
    アジア…台湾 
  
  当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日） 

（注）１．地域の区分は、地理的近接度によっている。 
   ２．各区分に属する主な国または地域 
    北米…米国 
    アジア…台湾 
  
  前連結会計年度（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

（注）１．地域の区分は、地理的近接度によっている。 
   ２．各区分に属する主な国または地域 
    北米…米国 
    アジア…台湾 

 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高  （百万円）  2,907  5,555    100  8,563 

Ⅱ 連結売上高  （百万円）      ―    ―    ― 38,845 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合  （％） 

   7.5   14.3    0.2   22.0 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高  （百万円）  2,851 12,608     94 15,554 

Ⅱ 連結売上高  （百万円）      ―    ―    ― 40,911 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合  （％） 

   7.0   30.8    0.2   38.0 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高  （百万円）  6,534 12,151    503 19,189 

Ⅱ 連結売上高  （百万円）      ―    ―    ― 97,476 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合  （％） 

   6.7   12.5    0.5   19.7 



（１株当たり情報） 

  
（注）１株当たり中間（当期）純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

である。 

  
 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額     372.25円 １株当たり純資産額     375.12円 １株当たり純資産額      385.78円

１株当たり中間純利益 

金額 
  3.42円 

１株当たり中間純損失 

金額 
 22.58円 

１株当たり当期純利益 

金額 
   8.75円

潜在株式調整後１株当 

たり中間純利益金額   3.35円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利 

益金額については、潜在株式が存在し 

ないため記載していない。 

潜在株式調整後１株当 

たり当期純利益金額    8.70円

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

 １株当たり中間（当期）純損益金額       

   中間（当期）純利益又は 
   損失（△）（百万円） 

     495 △3,266        1,267 

   普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

      ―       ―            0 

   （うち利益処分による役員賞与）     （―）     （―）            （0） 

   普通株式に係る中間（当期）純利 
   益又は損失（△）（百万円） 

               495            △3,266        1,266 

   普通株式の期中平均株式数 
（千株） 

           144,762            144,707            144,750 

 潜在株式調整後１株当たり中間（当 
 期）純利益金額 

      

   中間（当期）純利益調整額 
   （百万円） 

          27          ―          41 

   （うち支払利息（税額相当額控除 
   後）） 

          (26)          (―)          (26) 

   （うち事務手数料（税額相当額控 
   除後）） 

           (0)          (―)          (15) 

   普通株式増加数（千株）       11,256          ―        5,628 

   （うち転換社債）       (11,256)          (―)        (5,628) 



（重要な後発事象） 

  
  
（2）【その他】 

    該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成17年３月31日） 

――― 当社は、国土交通省及び日本道路公

団が発注する鋼橋上部工事の入札にお

いて、「私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律（独占禁止法）」

第３条（不当な取引制限の禁止）に違

反する行為があったとして、同法第４

８条第２項の規定に基づき平成１７年

９月２９日付で公正取引委員会より排

除勧告を受けた。同年１０月６日開催

の取締役会においてこれを応諾するこ

とを決議、同年１０月７日に公正取引

委員会へ勧告応諾書を提出した。 

これにより、課徴金等の発生が見込

まれるが、その金額を合理的に見積る

ことは困難であり、当該事象が今後の

財政状態及び経営成績に及ぼす影響は

明らかでない。 

当社は、国土交通省東北・関東及び

北陸の各地方整備局発注の鋼橋上部工

事に関して、独占禁止法違反容疑によ

り、平成１７年６月１５日公正取引委

員会の告発を受け、同日東京高等検察

庁より起訴され、平成１７年６月１７

日国土交通省各地方整備局等より行政

処分（指名停止措置）を受けたため、

今後の橋梁等の営業活動が制約され

る。 



２【中間財務諸表等】 
（1）【中間財務諸表】 
   ①【中間貸借対照表】 

 

    前中間会計期間末 
  

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
  

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （資産の部） 

 Ⅰ 流動資産 

   １ 現金及び預金 

   ２ 受取手形 

   ３ 売掛金 

   ４ 有価証券 

   ５ たな卸資産 

   ６ 繰延税金資産 

   ７ その他 

      貸倒引当金 

  

  

  

  

  

※２ 

  

  

 12,212 

  4,769 

 18,572 

      9 

 32,968 

    435 

    859 

   △35 

      

  

 17,736

  5,311

 24,454

     56

 25,519

  1,041

  1,037

  △109

      

  

 13,112 

  5,244 

 26,699 

     ― 

 24,856 

    644 

    787 

  △121 

    

    流動資産合計      69,792  55.7    75,048  55.0    71,224  54.7

 Ⅱ 固定資産 

   １ 有形固定資産 

   （1）建物 

   （2）機械及び装置 

   （3）土地 

   （4）その他 

  

  

※１ 

※１ 

  

※１ 

  

  

  6,458 

  3,585 

 19,474 

  1,989 

      

  

  6,117

  3,922

 17,555

  4,411

      

  

  6,379 

  3,942 

 19,474 

  2,094 

  

  

      有形固定資産合計    31,508      32,006      31,891     

   ２ 無形固定資産 

   ３ 投資その他の資産 

   （1）投資有価証券 

   （2）その他 

        貸倒引当金 

  

  

※２ 

    242 

  

 21,417 

  3,417 

△1,058 

  

  

    229

  

 27,487

  2,957

△1,263

  

  

    235 

  

 24,057 

  3,830 

△1,063 

  

  

      投資その他の資産合計    23,776      29,180      26,825     

    固定資産合計      55,526  44.3    61,416  45.0    58,952  45.3

    資産合計     125,319 100.0   136,465 100.0   130,176 100.0
      



  

    
前中間会計期間末 

  
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
  

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （負債の部） 

 Ⅰ 流動負債 

   １ 支払手形 

   ２ 買掛金 

   ３ 短期借入金 

   ４ 一年内償還社債 

   ５ 未払法人税等 

   ６ 前受金 

   ７ 債務保証損失引当金 

   ８ その他 

    

  

 11,036 

  9,452 

  7,922 

     ― 

    286 

 11,787 

     ― 

  4,542 

      

  

 11,171

  6,809

 13,421

  1,000

    233

  5,209

  1,239

  6,070

      

  

 11,280 

 10,981 

 10,191 

  1,000 

    639 

  5,949 

     ― 

  5,578 

    

    流動負債合計      45,028  35.9    45,155  33.1    45,620  35.1

 Ⅱ 固定負債 

   １ 社債 

   ２ 長期借入金 

   ３ 繰延税金負債 

   ４ 退職給付引当金 

   ５ 預り保証金 

   ６ その他 

    

 10,000 

  4,978 

  5,606 

    401 

  5,242 

    718 

      

 13,500

 10,247

  8,020

    288

  4,990

    608

      

  9,000 

  7,629 

  6,707 

    353 

  5,094 

    649 

  

  

    固定負債合計      26,946  21.5    37,654  27.6    29,434  22.6

    負債合計      71,975  57.4    82,810  60.7    75,054  57.7

 （資本の部） 

 Ⅰ 資本金 

 Ⅱ 資本剰余金 

   １ 資本準備金 

   ２ その他資本剰余金 

    

  

  

 12,038 

      1 

  

 11,810 

  

  9.4

  

  

  

 12,038

      1

  

 11,810 

  

  8.6

  

  

  

 12,038 

      1 

  

 11,810 

  

  9.1

    資本剰余金合計      12,039   9.6    12,040   8.8    12,039   9.2

 Ⅲ 利益剰余金 

   １ 利益準備金 

   ２ 任意積立金 

   ３ 中間(当期)未処分利益 

   ４ 中間(当期)未処理損失 

    

  2,474 

 19,640 

  1,882 

     ― 

      

  2,474

 19,600

     ―

  1,375

      

  2,474 

 19,640 

  2,130 

     ― 

    

    利益剰余金合計      23,997  19.2    20,699  15.2    24,245  18.6

 Ⅳ その他有価証券評価差額金       5,870   4.7     9,496   7.0     7,412   5.7

 Ⅴ 自己株式       △375 △0.3     △392 △0.3     △386 △0.3

    資本合計      53,343  42.6    53,654  39.3    55,122  42.3

    負債・資本合計     125,319 100.0   136,465 100.0   130,176 100.0
      



②【中間損益計算書】 

 

    前中間会計期間 
  

(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 百分比
（％）

金額（百万円） 百分比
（％）

金額（百万円） 百分比
（％）

 Ⅰ 売上高      36,603 100.0    38,432 100.0    92,240 100.0

 Ⅱ 売上原価 ※６    32,462  88.7    34,542  89.9    83,763  90.8

      売上総利益       4,141  11.3     3,890  10.1     8,476   9.2

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※６     3,244   8.9     3,061   8.0     6,304   6.8

      営業利益         896   2.4       828   2.1     2,172   2.4

 Ⅳ 営業外収益 ※１       395   1.1       493   1.3       691   0.7

 Ⅴ 営業外費用 
※２
※６       460   1.2       467   1.2     1,031   1.1

      経常利益         831   2.3       854   2.2     1,832   2.0

 Ⅵ 特別利益 ※３        85   0.2       332   0.9       107   0.1

 Ⅶ 特別損失 
※４
※５         1   0.0      4,695  12.2        30   0.0

      税引前中間（当期）純利 
      益   

      914   2.5       ―       1,909   2.1

      税引前中間（当期）純損 
失   

      ―       3,508   9.1       ―   

      法人税、住民税及び事業 
      税   

   210        160        740     

      法人税等調整額      228     438   1.2  △483   △323 △0.8     84     824   0.9

      中間（当期）純利益         475   1.3        ―       1,085   1.2

      中間（当期）純損失         ―       3,184   8.3       ―   

      前期繰越利益       1,406       1,808       1,406   

      中間配当額         ―         ―         361   

      中間（当期）未処分利益       1,882         ―       2,130   

      中間（当期）未処理損失         ―       1,375        ―   

                      



  
  中間財務諸表のための基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券 

      子会社株式及び関連会社株式 

        移動平均法による原価法 

      その他有価証券 

        時価のあるもの 

          中間期末日の市場価格等に 

基づく時価法（評価差額 

は、全部資本直入法により 

処理し、売却原価は、移動 

平均法により算定） 

        時価のないもの 

          移動平均法による原価法 

  (2) たな卸資産 

      商品、製品、仕掛品 

        個別法による原価法 

      半製品、原材料及び貯蔵品 

        移動平均法による原価法 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

     子会社株式及び関連会社株式 

         同  左 

     その他有価証券 

       時価のあるもの 

 同  左 

  

  

  

  

      時価のないもの 

 同  左 

  (2) たな卸資産 

      商品、製品、仕掛品 

          同 左 

      半製品、原材料及び貯蔵品 

          同 左 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券 

      子会社株式及び関連会社株式 

          同  左 

      その他有価証券 

        時価のあるもの 

          期末日の市場価格等に基づ 

く時価法（評価差額は、全 

部資本直入法により処理 

し、売却原価は、移動平均 

法により算定） 

        時価のないもの 

          同  左 

  (2) たな卸資産 

      商品、製品、仕掛品 

          同 左 

      半製品、原材料及び貯蔵品 

          同 左 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産       

      建物（建物附属設備を除く） 

        定額法 

      その他の有形固定資産 

        定率法 

          なお、耐用年数については 

法人税法に定める基準と同一 

の基準を採用している。 

  (2) 無形固定資産 

      定額法 

        ただし、ソフトウェア（自社 

利用分）については、社内にお 

ける利用可能期間(５年)に基づ 

く定額法 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産       

      建物（建物附属設備を除く） 

  同 左 

      その他の有形固定資産 

  同 左 

  

  

  

  (2) 無形固定資産  

  同 左   

  

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産       

      建物（建物附属設備を除く） 

  同 左 

      その他の有形固定資産 

  同  左 

  

  

  

  (2) 無形固定資産 

  同 左 

  

 ３． ―――― 

  

 ３．繰延資産の処理方法 

    社債発行費用 

       支出時に全額費用として処理 

      する方法 

 ３． ―――― 

  

  

 ４．引当金の計上基準   

  (1) 貸倒引当金 

      債権の貸倒れによる損失に備え 

るため、一般債権については貸倒 

実績率等により、貸倒懸念債権等 

特定の債権については個別に回収 

可能性を検討し、回収不能見込額 

を計上している。 

 ４．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

  同  左 

  

 ４．引当金の計上基準   

  (1) 貸倒引当金 

  同  左 

  



  

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

  (2) 退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるた 

め、当事業年度末における退職給 

付債務及び年金資産の見込額に基 

づき、当中間会計期間末において 

発生していると認められる額を計 

上している。 

  会計基準変更時差異（3,736百 

万円）については、15年による按 

分額を費用処理している。 

      数理計算上の差異は、それぞれ 

その発生時の従業員の平均残存勤 

務期間(15年)を処理年数とする定 

額法により翌事業年度から費用処 

理することにしている。 

  ―――― 

  

  

 （追加情報） 

＜役員退職慰労金制度の廃止＞ 

 役員退職慰労金制度が平成16年６ 

月29日の定時株主総会で廃止が決議 

されたことに伴い、それまで計上し 

た役員退職慰労引当金の債務が確定 

したため、これをその他の固定負債 

に振替えている。なお、当中間会計 

期間に振替えたその他の固定負債は 

260百万円である。 

  (2) 退職給付引当金 

 同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 (3) 債務保証損失引当金 

保証債務の履行による損失見込 

額相当額を計上している。 

 ―――― 

  

  (2) 退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるた 

め、当事業年度末における退職給 

付債務及び年金資産の見込額に基 

づき、当事業年度末において発生 

していると認められる額を計上し 

ている。 

  会計基準変更時差異（3,736百 

万円）については、15年による按 

分額を費用処理している。 

数理計算上の差異は、それぞれ 

その発生時の従業員の平均残存勤 

務期間(15年)を処理年数とする定 

額法により翌事業年度から費用処 

理することにしている。 

   ―――― 

  

  

（追加情報） 

＜役員退職慰労金制度の廃止＞ 

 役員退職慰労金制度が平成16年６ 

月29日の定時株主総会で廃止が決議 

されたことに伴い、それまでに計上 

した役員退職慰労引当金の債務が確 

定したため、これをその他の固定負 

債に振替えている。なお、当事業年 

度に振替えたその他の固定負債は 

260百万円である。 

 ５．リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められるもの以外のフ 

ァイナンス・リース取引について 

は、通常の賃貸借取引に係る方法 

に準じた会計処理によっている。 

 ５．リース取引の処理方法 

同 左 

  

 ５．リース取引の処理方法 

同 左 

  



  

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

 ６．ヘッジ会計の方法 

  (1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によ 

っている。なお、振当処理の要件 

を満たしている為替予約について 

は振当処理に、特例処理の要件を 

満たしている金利スワップについ 

ては、特例処理によっている。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（通貨関連） 

      ヘッジ手段…為替予約取引 

      ヘッジ対象…外貨建債権債務お 

よび外貨建予定取 

引 

（金利関連） 

      ヘッジ手段…金利スワップ取引 

      ヘッジ対象…借入金および社債 

の支払金利 

  (3) ヘッジ方針 

内部規定に基づき、為替変動リ 

スク及び金利変動リスクをヘッジ 

している。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段につい 

て、相場変動額またはキャッシュ 

・フロー変動額を、ヘッジ期間全 

体にわたり比較し、有効性を評価 

している。ただし、特例処理によ 

っている金利スワップについて 

は、有効性の評価を省略してい 

る。 

 ６．ヘッジ会計の方法 

  (1) ヘッジ会計の方法 

同 左 

  

  

  

  

  

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    （通貨関連） 

 同 左 

  

  

  

（金利関連） 

       同 左 

  

  

(3) ヘッジ方針 

        同  左 

  

  

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 同  左 

 ６．ヘッジ会計の方法 

  (1) ヘッジ会計の方法 

同  左 

  

  

  

  

  

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    （通貨関連） 

    同 左 

  

  

  

  （金利関連） 

       同 左 

  

  

(3) ヘッジ方針 

        同  左 

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

 ７．その他中間財務諸表作成のため 

     の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式 

 ７．その他中間財務諸表作成のため 

     の基本となる重要な事項 

       消費税等の会計処理方法 

         同  左 

 ７．その他財務諸表作成のための基 

     本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理方法 

         同  左 



会計処理の変更 

  
追加情報 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、「固定資産 

の減損に係る会計基準」(「固定資 

産の減損に係る会計基準の設定に関 

する意見書」(企業会計審議会 平成 

14年8月9日))及び「固定資産の減損 

に係る会計基準の適用指針」(企業 

会計基準適用指針第6号 平成15年10 

月31日)を適用している。 

これにより税引前中間純損失が 

2,938百万円悪化している。 

なお、減損損失累計額について 

は、改正後の中間財務諸表等規則に 

基づき各資産の金額から直接控除し 

ている。 

 ――――― 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税に関する事項） 

当中間会計期間から外形標準課税 

制度が導入されたことにより、「法 

人事業税における外形標準課税部分 

の損益計算書上の表示についての実 

務上の取扱」（平成16年２月13日企 

業会計基準委員会  実務対応報告第 

12号）に従い、法人事業税の付加価 

値割及び資本割については、販売費 

及び一般管理費に計上している。こ 

の結果、販売費及び一般管理費が51 

百万円増加し、営業利益、経常利益 

及び税引前中間純利益が51百万円減 

少している。 

――――― 

  

（外形標準課税に関する事項） 

当事業年度から外形標準課税制度 

が導入されたことにより、「法人事 

業税における外形標準課税部分の損 

益計算書上の表示についての実務上 

の取扱」（平成16年２月13日企業会 

計基準委員会  実務対応報告第12 

号）に従い、法人事業税の付加価値 

割及び資本割については、販売費及 

び一般管理費に計上している。この 

結果、販売費及び一般管理費が112 

百万円増加し、営業利益、経常利益 

及び税引前当期純利益が112百万円 

減少している。 



  
注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

  
 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

                     36,993百万円 

  

※２ 担保資産 

    宅地建物取引業供託 

      有価証券            9百万円 

  

  ３ 偶発債務 

  ①各社の有する割賦販売未収入金、 

リース債権等の残価保証 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

                     37,625百万円 

  

※２ 担保資産 

    宅地建物取引業供託 

      投資有価証券      10百万円 

  

  ３ 偶発債務 

①各社の有する割賦販売未収入金、 

リース債権等の残価保証 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

                     37,420百万円 

  

※２ 担保資産 

    宅地建物取引業供託 

      投資有価証券      10百万円 

  

  ３ 偶発債務 

①各社の有する割賦販売未収入金、 

リース債権等の残価保証 

  興銀リース㈱        1,681百万円   興銀リース㈱        1,653百万円   興銀リース㈱        1,813百万円 

  東京リース㈱          281百万円   東京リース㈱          276百万円   東京リース㈱       235百万円 

  ＵＦＪセントラル     190百万円   セントラルリース㈱    131百万円   セントラルリース㈱    160百万円 

   リース㈱   伊藤忠建機㈱        79百万円   住商リース㈱           73百万円 

  三井住友銀リース㈱     63百万円   住商リース㈱        65百万円   三井住友銀リース㈱     61百万円 

  ジーイーキャピタル     45百万円 その他８社            205百万円   その他９社            170百万円 

   リーシング㈱     計               2,412百万円      計                2,516百万円  

その他９社            221百万円     

    計                2,484百万円      

②下記の会社の金融機関からの借入 

金に対して次のとおり債務保証を 

行っている。 

②下記の会社の金融機関からの借入 

金に対して次のとおり債務保証を 

行っている。 

②下記の会社の金融機関からの借入 

金に対して次のとおり債務保証を 

行っている。 

㈱ペットリバース    1,205百万円 ニイガタ・ローディ  1,000百万円 ㈱ペットリバース    1,151百万円 

ニイガタ・ローディ  1,000百万円    ング・システムズ㈱ ニイガタ・ローディ  1,000百万円 

   ング・システムズ㈱   ㈱アイエス             40百万円    ング・システムズ㈱ 

  ㈱アイエス             64百万円     計                1,040百万円    ㈱アイエス             52百万円 

  ㈱ファインプロセス     61百万円   うち他者が負担する額  625百万円     計                2,203百万円  

    計                2,331百万円    うち他者が負担する額  625百万円 

  うち他者が負担する額  625百万円      



  
（中間損益計算書関係） 

  
 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息               8百万円 

   受取配当金           171百万円 

   賃貸料               113百万円 

  

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息             149百万円 

   減価償却費            77百万円 

   固定資産除売却損     109百万円 

  

  

※３ 特別利益 

   投資有価証券売却益    85百万円 

  

  

  

※４ 特別損失 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息              18百万円 

   受取配当金           222百万円 

   賃貸料               142百万円 

  

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息             165百万円 

   減価償却費            69百万円 

   固定資産除売却損      74百万円 

   社債関係費            49百万円 

  

※３ 特別利益 

   固定資産売却益 

    内訳は以下の通りである。 

    土地               332百万円 

  

※４ 特別損失 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息              17百万円 

   受取配当金           253百万円 

   賃貸料               241百万円 

  

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息             288百万円 

   減価償却費           159百万円 

   固定資産除売却損     170百万円 

  

  

※３ 特別利益 

投資有価証券売却益  107百万円 

  

  

  

※４ 特別損失 

   投資有価証券等評価損  固定資産減損損失    2,938百万円    投資有価証券等評価損 

   内訳は以下のとおりである。  債務保証損失        1,239百万円    内訳は以下のとおりである。 

   ゴルフ会員権に対する   1百万円   引当金繰入額    投資有価証券評価損    23百万円 

     貸倒引当金繰入額  貸倒引当金繰入額      199百万円    ゴルフ会員権評価損     2百万円 

   投資有価証券等評価損    ゴルフ会員権に対する   4百万円 

     内訳は以下のとおりである。      貸倒引当金繰入額 

     投資有価証券評価損  104百万円     計                  30百万円  

     ゴルフ会員権評価損    1百万円   

     ゴルフ会員権に対する 15百万円   

       貸倒引当金繰入額   

      計               120百万円   

  特別退職金            197百万円   



  

    次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

※５ ――― ※５ 固定資産減損損失 ※５ ――― 

  
（減損損失を認識した資産グループ 

の概要） 
  

    用途 場所 種類    

    

ゴルフ 

事業資産 

(1件) 

千葉県 

市原市 

土地及び 

建物等 
   

    

遊休 

不動産 

(10件) 

長野県 

上水内郡

信濃町他

土地、 

投資その他の 

資産(土地等) 

及び 

建物等 

   

  ※種類ごとの減損損失の内訳   

  土地           1,874百万円   

  
投資その他の資産 

(土地等)        901百万円 
  

  建物等             162百万円   

   （資産のグルーピングの方法）   

  

当社は、管理会計上の区分に従 

い、事業毎にグルーピングを行っ 

た。 

ただし、ゴルフ事業資産、賃貸 

不動産および遊休不動産について 

は、それぞれ個別の物件毎にグル 

ーピングを行った。 

  

   （減損損失の認識に至った経緯）   

  

ゴルフ事業資産については、営 

業損益が継続してマイナスである 

ことにより減損損失を認識した。 

遊休不動産については、市場価 

格が簿価を下回る資産について、 

減損損失を認識した。 

  

   （回収可能価額の算定方法）   

  

ゴルフ事業資産、遊休不動産と 

も回収可能価額は、正味売却価額 

により測定しており、その価格指 

標はゴルフ事業資産については鑑 

定評価額、遊休不動産については 

固定資産税評価額等を合理的に調 

整して算出した額を使用してい 

る。 

  

  

※６ 減価償却実施額 

   有形固定資産         701百万円 

   無形固定資産          18百万円 

※６ 減価償却実施額 

   有形固定資産         771百万円 

   無形固定資産          24百万円 

※６ 減価償却実施額 

   有形固定資産       1,479百万円 

   無形固定資産          41百万円 



（リース取引関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナ 

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナ 

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナ 

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、 

     減価償却累計額相当額及び中間 

     期末残高相当額 

  

取  得 
価  額 
相当額 
  

(百万円) 

減  価 
償  却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中  間
期  末 
残  高 
相当額 
(百万円)

機    械 
及び装置    375    212    163 

そ の 他 
有形固定 
資    産 

   337    263     73 

合    計    713    475    237 

① リース物件の取得価額相当額、 

     減価償却累計額相当額及び中間 

     期末残高相当額 

  

取  得
価  額 
相当額 
  

(百万円)

減  価
償  却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中  間
期  末 
残  高 
相当額 
(百万円)

機    械 
及び装置    239    128    110 

そ の 他 
有形固定 
資    産 

   339    193    146 

合    計    579    321    257 

① リース物件の取得価額相当額、 

     減価償却累計額相当額及び期末 

     残高相当額 

  

取  得 
価  額 
相当額 
  

(百万円) 

減  価 
償  却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期  末
残  高 
相当額 
  

(百万円)

機    械
及び装置

   380    241    139 

そ の 他
有形固定
資    産

   386    296     89 

合    計    766    537    228 

(注)取得価額相当額は、未経過リー 

ス料中間期末残高が有形固定資 

産の中間期末残高等に占める割 

合が低いため、支払利子込み法 

により算定している。 

同  左  (注)取得価額相当額は、未経過リー 

ス料期末残高が有形固定資産の 

期末残高等に占める割合が低い 

ため、支払利子込み法により算 

定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相 

     当額 

② 未経過リース料中間期末残高相 

     当額 

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

      １年内            101百万円       １年内             94百万円       １年内             98百万円 

      １年超            136百万円       １年超            163百万円       １年超            130百万円 

  計               237百万円     計             257百万円    計               228百万円  

(注)未経過リース料中間期末残高相 

当額は、未経過リース料中間期 

末残高が有形固定資産の中間期 

末残高等に占める割合が低いた 

め、支払利子込み法により算定 

している。 

同  左 (注)未経過リース料期末残高相当額 

は、未経過リース料期末残高が 

有形固定資産の期末残高等に占 

める割合が低いため、支払利子 

込み法により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相 

     当額 

   支払リース料         78百万円 

   減価償却費相当額      78百万円 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残 

存価額を零とする定額法によって 

いる。 

  

  ――― 

③ 支払リース料及び減価償却費相 

     当額 

   支払リース料          57百万円 

   減価償却費相当額      57百万円 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同  左 

  

  

  

  (減損損失について) 

   リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。 

③ 支払リース料及び減価償却費相 

     当額 

   支払リース料         140百万円 

   減価償却費相当額     140百万円 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

       同  左 

  

  

  

  ――― 



  

（有価証券関係） 

    前中間会計期間末（平成16年９月30日）、当中間会計期間末（平成17年９月30日）及び前事業年度末（平成17年３月31日） 

  
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 
  
（重要な後発事象） 

  
  
（2）【その他】 
  

平成17年11月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

（イ）中間配当による配当金の総額…………………………………361百万円 

（ロ）１株当たりの金額………………………………………………２円50銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………………平成17年12月９日 

      （注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
    至 平成17年３月31日） 

――― 当社は、国土交通省及び日本道路公

団が発注する鋼橋上部工事の入札にお

いて、「私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律（独占禁止法）」

第３条（不当な取引制限の禁止）に違

反する行為があったとして、同法第４

８条第２項の規定に基づき平成１７年

９月２９日付で公正取引委員会より排

除勧告を受けた。同年１０月６日開催

の取締役会においてこれを応諾するこ

とを決議、同年１０月７日に公正取引

委員会へ勧告応諾書を提出した。 

これにより、課徴金等の発生が見込

まれるが、その金額を合理的に見積る

ことは困難であり、当該事象が今後の

財政状態及び経営成績に及ぼす影響は

明らかでない。 

当社は、国土交通省東北・関東及び

北陸の各地方整備局発注の鋼橋上部工

事に関して、独占禁止法違反容疑によ

り、平成１７年６月１５日公正取引委

員会の告発を受け、同日東京高等検察

庁より起訴され、平成１７年６月１７

日国土交通省各地方整備局等より行政

処分（指名停止措置）を受けたため、

今後の橋梁等の営業活動が制約され

る。 



第６【提出会社の参考情報】
 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

（１）有価証券報告書    事業年度    自 平成１６年 ４月 １日  平成１７年 ６月２９日 

及びその添付書類  （第１７６期）  至 平成１７年 ３月３１日   関東財務局長に提出。 

  

  

  

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

  

該当情報はない。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２１日

日本車輌製造株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造株式会

社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 磯 部 泰 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 山 昭 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月20日

日本車輌製造株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  
 追記情報 

 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結

財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は公正取引委員会からの排除勧告に対し平成17年10月７日に勧告応諾書を提出

した。これにより、課徴金等の発生が見込まれるが、その金額を合理的に見積ることは困難であり、当該事象が今後の財政状態

及び経営成績に及ぼす影響は明らかでない。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 山 昭 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柏 木 勝 広 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２１日

日本車輌製造株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造株式会

社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第176期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本車

輌製造株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 磯 部 泰 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 山 昭 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明  

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月20日

日本車輌製造株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第177期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本車

輌製造株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
 追記情報 

 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表

を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は公正取引委員会からの排除勧告に対し平成17年10月７日に勧告応諾書を提出

した。これにより、課徴金等の発生が見込まれるが、その金額を合理的に見積ることは困難であり、当該事象が今後の財政状態

及び経営成績に及ぼす影響は明らかでない。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 山 昭 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柏 木 勝 広 
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